
通所型サービス 重要事項説明書 

（ただし、利用者の居住する自治体が介護予防・日常生活支援総合事業を実施していない場合は、介護予防通所介護サービス） 

  〈 令和 8年 8月 １日現在 〉 

 

１．船引クリニック すみれデイサービス（以下、事業所）が提供するサービスについての相談窓口 

  電 話 ０２４７－８２－０６６６（月曜日～土曜日 午前８時１５分～午後５時００分まで） 

  担 当 船引クリニック すみれデイサービス（大谷 文香） 

＊ 不明な点は、何でもおたずね下さい。 

 

２．当事業所の概要 

 （１）提供できるサービスの種類と地域 

名称 船引クリニック すみれデイサービス 

所在地 〒963-4312 福島県田村市船引町船引字砂子田１９６ 

介護保険事業者番号 通所介護 （福島県 ０７７３１００４１７号） 

サービスを提供する対象地域 * 田村市全域、田村郡、二本松市、郡山市、川内村 

   ＊ 上記以外の方でもご希望の方は、ご相談下さい。 

 

（２）事業の目的と運営方針 

（目的）要支援状態にある方（以下「要支援者等」という。）に対し、適切な通所型サービスを提供 

することを目的とします。 

（方針）従業者等は、要支援者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じた日常生活を営む 

ことができるよう、療養生活を支援し、心身機能の維持回復を図ります。 

通所型サービスの実施にあたっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉 

サービスを提供する者との密接な連携に努めるとともに、関係市町村とも連携を図り、総合 

的なサービスの提供に努めます。 

 

（３）同事業所の職員体制 

職 種 常 勤 職務内容 

管理者 １名 業務全体の管理 

生活相談員 １名以上 相談や助言 

介護員 ８名以上 日常的な身の回りの援助 

機能訓練指導員 ２名以上 身体機能の改善、筋力低下の予防 

看護師 １名以上 健康管理、緊急時の対応 

 

 （４）利用定員 

定 員 ５０名 

 

（５）サービス提供時間   

月曜日 ～ 土曜日  午前９時３０分～午後３時３５分 

  ただし、５月祝日、８月１４日～８月１６日、１２月３１日～１月３日を除きます。 

 

 

 



３．サービス内容 

  居宅サービス計画に沿って、以下の内容で提供致します。 

① 日常生活援助（身体介護サービス） ④ 食事 

② 健康チェック           ⑤ 送迎サービス 

③ 選択的サービス          ⑥ 生活指導（相談・助言） 
 

４．料 金 

 ※各利用者の負担割合に応じた額をご負担頂きます。 

 ①１ヶ月の利用料金 

要支援認定 基本利用料 自己負担額 ()は２割負担の方 

要支援１及びこれに相当する方 １７，９８０円 １，７９８(３，５９６)円 

要支援２及びこれに相当する方 ３６，２１０円 ３，６２１(７，２４２)円 

 ②加算料 

加 算 基本利用料 自己負担額 ()は２割負担の方 

※サービス提供体制加算(Ⅰ) 
要支援 1 ８８０円／月 ８８(１７６)円／月 

要支援 2 １，７６０円／月 １７６(３５２)円／月 

※サービス提供体制加算(Ⅱ) 
要支援 1 ７２０円／月 ７２(１４４)円／月 

要支援 2 １，４４０円／月 １４４(２８８)円／月 

※サービス提供体制加算(Ⅲ) 
要支援 1 ２４０円／月 ２４(４８)円／月 

要支援 2 ４８０円／月 ４８(９６)円／月 

栄養改善加算 ２，０００円／月 ２００(４００)円／月 

口腔機能向上加算(Ⅰ)・(Ⅱ) 
(Ⅰ)１，５００円／月 

(Ⅱ)１，６００円／月 

(Ⅰ)１５０(３００)円／月 

(Ⅱ)１６０(３２０)円／月 

科学的介護推進体制加算 ４００円／月 ４０（８０）円／月 

   ※サービス提供体制加算 当事業所が以下の条件に合致する時、ご負担頂きます。 

項 目 算定要件 

サービス提供体制加算（Ⅰ） 
介護職員総数のうち、介護福祉士の割合が 70％以上 

介護職員総数のうち、勤続 10年以上の介護福祉士の占める割合が 25％以上 

サービス提供体制加算（Ⅱ） 介護職員総数のうち、介護福祉士の割合が 50％以上 

サービス提供体制加算（Ⅲ） 
介護職員総数のうち、介護福祉士の占める割合が 40％以上 
職員の総数のうち、勤続 7年以上の職員の割合が 30％以上 

 

項 目 加算率 算定要件 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ(イ) 11.1％ 

厚生労働大臣が定める基準に適合した介護職員の賃金の改善等を 

実施している場合 

キャリアパス要件Ⅰ(任用要件・賃金体系) 

キャリアパス要件Ⅱ(研修の実施等) 

キャリアパス要件Ⅲ(昇給の仕組み) 

キャリアパス要件Ⅳ(改善後の賃金) 

キャリアパス要件Ⅴ(介護福祉士等の配置) 

月額賃金要件 

職場環境等要件  

及び、令和８年度特例要件へ対応していること。 

介護職員等処遇改善加算Ⅰ(ロ) 12.0％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ(イ) 10.9％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅱ(ロ) 11.8％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 9.9％ 

介護職員等処遇改善加算Ⅳ 8.3％ 



 

 

項 目 算定要件 

科学的介護推進体制加算 

イ 入所者・利用者ごとの ADL 値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況、その他の入

所者の心身の状況等の係る基本的な情報を厚生労働省に提出していること。 

ロ 必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、イに規定す

る情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用してい

ること。 

 

③減算※介護予防通所介護計画上位置付け有の場合 

減 算 基本利用料 自己負担額 ()は２割負担の方 

送迎を行わない場合 △４７０円／片道 △４７(△９４)円／片道 

 

④ その他 

食事代（６００円）、おむつ代、レクリエーションに係る費用等は自己負担となります。 

 

５．緊急時における対応 

ご利用中に体調が悪くなった場合、必要に応じて医師へ連絡を行い指示を求めます。また、ご家族

にも連絡致します。 
 

６．非常災害対策 

  非常災害に備える為、年に２回避難誘導、救助その他の必要な訓練を行います。 
 

７．事故発生時の対応 

   サービスの提供中に容態の急変・事故等が発生した場合は、家族・主治医・市町村・居宅介護支

援事業所へ連絡を致します。 
 

８．賠償責任 

   事業者は、サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、利用者に対してその損害を

賠償します。   

 

９. 虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げるとお

り必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者  管理者 塚本 敬子 

（2） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底

を図っています。 

（3） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（4） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（5） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）に

よる虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

１０. 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提供を継続的に実施するための、

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画

に従って必要な措置を講じます。 



(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に 

実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

１１．衛生管理等 

(1)指定通所介護の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に

努め、又は衛生上必要な措置を講じます。 

(2)必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

(3)事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

  ①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月

に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

  ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

  ③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１２. サービスの第三者評価の実施状況について 

なし 

あり 

実施した年月日  

実施した評価機関の名称  

当該結果の開示状況 なし あり 

 

１３．サービス内容に関する苦情 

当事業所お客様相談・苦情担当 

担 当  大谷 文香  電話番号 ０２４７（８２）０６６６ 

（２）その他 

 当事業所以外に､ 市町村の相談･ 苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

 

 


